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議 案 説 明 
 

自認定第１号 至認定第１４号 

         令和５年度静岡市各種会計歳入歳出決算の認定について 

令和５年度の静岡市の一般会計及び特別会計の歳入歳出決算について、地方自

治法第２３３条第３項の規定により、それぞれ監査委員の意見書を付けて認定に

付すものである。 

 

自認定第１５号 至認定第１８号 

         令和５年度静岡市公営企業会計決算の認定について 

令和５年度の静岡市の簡易水道事業会計、病院事業会計、水道事業会計及び下

水道事業会計の決算について、地方公営企業法第３０条第４項の規定により、そ

れぞれ監査委員の意見書を付けて認定に付すものである。 

 

議案第１２９号  令和６年度静岡市一般会計補正予算（第４号） 

令和６年度静岡市一般会計補正予算（第４号）について、地方自治法第９６条

第１項第２号の規定により議会の議決を求めるものである。 

今回の補正予算は、安全・安心の確保として、庁舎機能の再編や木造住宅耐震

補強事業費の助成に要する経費のほか、地域経済の活性化として、本市が直面す

る各種環境問題の解決に取り組む民間企業への出資に要する経費などの増額を計

上した。 

この結果、補正予算の総額は、4,589,884 千円の増額となった。 

追加の主なものは、総務管理費 3,506,000 千円、社会福祉費 516,456 千円、住

宅費 131,000 千円などである。 

これらの財源として、地方交付税 3,508,297 千円、繰越金 3,615,345 千円など

を充当した。 

以上の補正額を加えた累計予算額は、364,779,632 千円となる。 

なお、繰越明許費は、庁舎管理費において、年度内の完了が見込めないものに

ついて、翌年度に繰り越して使用するものである。 

債務負担行為の補正は、丸子学校給食センター学校給食調理等業務経費等の追

加である。 

また、市債の補正は、児童館整備事業債の追加、港湾建設事業債等の変更であ

る。 
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議案第１３０号  令和６年度静岡市電気事業経営記念基金会計補正予算（第１号） 

令和６年度静岡市電気事業経営記念基金会計補正予算（第１号）について、地

方自治法第９６条第１項第２号の規定により議会の議決を求めるものである。 

今回の補正は、財産収入の増額に伴い、積立金の増額を計上した。 

 

議案第１３１号  令和６年度静岡市後期高齢者医療事業会計補正予算（第１号） 

令和６年度静岡市後期高齢者医療事業会計補正予算（第１号）について、地方

自治法第９６条第１項第２号の規定により議会の議決を求めるものである。 

今回の補正は、諸支出金の増額に伴い、諸収入を増額するとともに、繰越金の

確定に伴い、後期高齢者医療広域連合納付金の増額を計上した。 

 

議案第１３２号  静岡市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の制定について 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の制定に伴い、女性自立支援施

設の設備及び運営に関する基準を定めるため、本条例を制定するもので、地方自

治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものである。 
 

議案第１３３号  静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条

例の制定について 

児童福祉法の一部改正に伴い、一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定

めるため、本条例を制定するもので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に

より議会の議決を求めるものである。 
 

議案第１３４号  静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する条例

の一部改正について 

児童手当法の一部改正に伴い、特例給付の支給に関する規定を削除するなど、

地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものである。 
 

議案第１３５号  静岡市税条例の一部改正について 

地方税法の一部改正に伴い、公益信託に係る信託事務に関連する寄附金税額控

除等を追加するなど、所要の改正をするもので、地方自治法第９６条第１項第１

号の規定により議会の議決を求めるものである。 
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議案第１３６号  静岡市国民健康保険条例の一部改正について 

国民健康保険法の一部改正に伴い、過料に関する規定について、所要の改正を

するもので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める

ものである。 

 

議案第１３７号  静岡市市民文化会館条例の一部改正について 

大規模改修後の静岡市民文化会館の管理に関する規定の整備について、所要の改

正をするもので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求め

るものである。 

 

議案第１３８号  静岡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

の一部改正について 

丸子赤目ヶ谷地区、紺屋町・御幸町地区及び宮川・水上地区の地区計画の都市

計画決定に伴い、当該区域における建築物の制限を規定するため、所要の改正を

するもので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める

ものである。 

 

議案第１３９号  静岡市営住宅条例及び静岡市改良住宅管理条例の一部改正に

ついて 

配偶者からの暴力を受けた被害者を優先入居の対象に追加するなど、所要の改

正をするもので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

めるものである。 

 

議案第１４０号  静岡市遠距離大学等通学費貸与条例の一部改正について 

附則第２項に規定する検討結果に基づく必要な措置を講ずるため、貸与する資

金の額等について、所要の改正をするもので、地方自治法第９６条第１項第１号

の規定により議会の議決を求めるものである。 

 

議案第１４１号  工事請負契約の変更について 

（主）梅ヶ島温泉昭和線（（仮称）有東木トンネル）道路整備工事の請負契約を

変更するもので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求

めるものである。 
 

議案第１４２号  工事請負契約の変更について 

刑務所南川改修工事の請負契約を変更するもので、地方自治法第９６条第１項

第５号の規定により議会の議決を求めるものである。 
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議案第１４３号  市道路線の変更について 

道路整備に伴い、長沢川右岸添線を変更するもので、道路法第１０条第３項の

規定により議会の議決を求めるものである。 

 

議案第１４４号  市道路線の認定について 

開発行為等に伴い、丸子赤目ヶ谷１４号線ほか３路線を認定するもので、道路

法第８条第２項の規定により議会の議決を求めるものである。 

 

議案第１４５号  令和５年度静岡市簡易水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて 

令和５年度の静岡市の簡易水道事業会計の利益の処分について、地方公営企業

法第３２条第２項の規定により議会の議決を求めるものである。 

 

議案第１４６号  令和５年度静岡市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て 

令和５年度の静岡市の水道事業会計の利益の処分について、地方公営企業法第

３２条第２項の規定により議会の議決を求めるものである。 

 

議案第１４７号  令和５年度静岡市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて 

令和５年度の静岡市の下水道事業会計の利益の処分について、地方公営企業法

第３２条第２項の規定により議会の議決を求めるものである。 

 

議案第１４８号  静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更に係る協議について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等

の一部改正に伴い、被保険者証に関する規定を削除するため、静岡県後期高齢者

医療広域連合規約を変更することについて、関係地方公共団体と協議するもので、

地方自治法第２９１条の１１の規定により議会の議決を求めるものである。 
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件　　　　　　　　　　　目 頁

認定第 １～１４ 号 令和５年度静岡市各種会計歳入歳出決算の認定について 別冊

認定第 １５～１８ 号 令和５年度静岡市公営企業会計決算の認定について 別冊

議案第 １２９ 号 令和６年度静岡市一般会計補正予算（第４号） ９

議案第 １３０ 号 令和６年度静岡市電気事業経営記念基金会計補正予算（第１号） １８

議案第 １３１ 号 令和６年度静岡市後期高齢者医療事業会計補正予算（第１号） ２０

議案第 １３２ 号
静岡市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の
制定について

２２

議案第 １３３ 号
静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定
について

２９

議案第 １３４ 号
静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律に基づく個人番号の利用等に関する条例の一部改正につい
て

４０

議案第 １３５ 号 静岡市税条例の一部改正について ４３

議案第 １３６ 号 静岡市国民健康保険条例の一部改正について ４８

議案第 １３７ 号 静岡市市民文化会館条例の一部改正について ４９

議案第 １３８ 号
静岡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改
正について

５０

議案第 １３９ 号 静岡市営住宅条例及び静岡市改良住宅管理条例の一部改正について ５９

議案第 １４０ 号 静岡市遠距離大学等通学費貸与条例の一部改正について ６１

議案第 １４１ 号 工事請負契約の変更について ６３

議案第 １４２ 号 工事請負契約の変更について ６４

議案第 １４３ 号 市道路線の変更について ６５

議案第 １４４ 号 市道路線の認定について ６６

議案第 １４５ 号 令和５年度静岡市簡易水道事業会計未処分利益剰余金の処分について ６７

目　　　　　　　　次

議案番号
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議案第 １４６ 号 令和５年度静岡市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について ６８

議案第 １４７ 号 令和５年度静岡市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について ６９

議案第 １４８ 号 静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更に係る協議について ７０
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議案第１２９号 

 

 令和６年度静岡市一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和６年度静岡市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，５８９，８８４千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３６４，７７９，６３２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる

経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （市債の補正） 

第４条 市債の追加及び変更は、「第４表 市債補正」による。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算補正

千円 千円 千円

12 地 方 特 例 交 付 金 4,926,000 177,936 5,103,936

1 地方特例交付金 4,886,000 177,936 5,063,936

13 地 方 交 付 税 27,900,000 3,508,297 31,408,297

1 地 方 交 付 税 27,900,000 3,508,297 31,408,297

16 使用料及び手数料 8,377,191 365 8,377,556

1 使 用 料 6,294,799 365 6,295,164

17 国 庫 支 出 金 64,775,137 579,729 65,354,866

2 国 庫 補 助 金 11,924,298 579,729 12,504,027

18 県 支 出 金 21,216,226 52,812 21,269,038

2 県 補 助 金 5,072,444 52,812 5,125,256

20 寄 附 金 2,755,000 116,100 2,871,100

1 寄 附 金 2,755,000 116,100 2,871,100

22 繰 越 金 3,024,241 3,615,345 6,639,586

1 繰 越 金 3,024,241 3,615,345 6,639,586

24 市 債 36,458,300 △ 3,460,700 32,997,600

1 市 債 36,458,300 △ 3,460,700 32,997,600

360,189,748 4,589,884 364,779,632

歳　　　　　　　入

歳　　入　　合　　計

△印は減

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計
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千円 千円 千円

2 総 務 費 37,286,991 3,557,958 40,844,949

　 　 　

1 総 務 管 理 費 21,471,993 3,506,000 24,977,993

2 企 画 費 10,896,078 51,958 10,948,036

3 民 生 費 123,566,948 587,102 124,154,050

　 　 　

1 社 会 福 祉 費 29,140,093 516,456 29,656,549

2 児 童 福 祉 費 57,577,287 70,646 57,647,933

4 衛 生 費 37,857,628 150,478 38,008,106

　 　

1 保 健 衛 生 費 6,886,296 108,478 6,994,774

3 健 康 対 策 費 4,284,458 1,000 4,285,458

6 簡 易 水 道 費 167,000 41,000 208,000

6 農 林 水 産 業 費 4,132,349 6,240 4,138,589

　 　 　

1 農 業 費 1,348,119 6,240 1,354,359

7 商 工 費 6,215,112 61,856 6,276,968

　 　 　

1 商 工 費 3,251,694 41,800 3,293,494

3 港 湾 費 1,164,351 20,056 1,184,407

歳　　　　　　　出

△印は減

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計
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8 土 木 費 45,212,560 141,000 45,353,560

　 　 　

4 都 市 計 画 費 9,641,071 10,000 9,651,071

5 住 宅 費 2,350,545 131,000 2,481,545

9 消 防 費 12,477,320 9,950 12,487,270

　 　 　

1 消 防 費 12,477,320 9,950 12,487,270

10 教 育 費 48,284,495 75,300 48,359,795

　 　

2 小 学 校 費 18,994,184 30,000 19,024,184

3 中 学 校 費 11,667,798 30,000 11,697,798

6 保 健 体 育 費 6,025,701 15,300 6,041,001

360,189,748 4,589,884 364,779,632歳　　出　　合　　計
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第２表　　繰越明許費

（追　加）

事　　　業　　　名 金　額

千円

2 総 務 費 1 総務管理費 106,000

款 項

庁 舎 管 理 費
（ 庁 舎 機 能 再 編 事 業 ）
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第３表　　債務負担行為補正

（追　加）

事　　　　　　　項

両河内学校給食センター
学校給食調理等業務経費

自 令和７年度 　令和６年度に両河内学校給食センター学校給食調理
等業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度以降
３年間で支払う。

至 令和９年度

中吉田学校給食センター
学校給食調理等業務経費

887,100千円

自 令和７年度 　令和６年度に中吉田学校給食センター学校給食調理
等業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度以降
３年間で支払う。

期　　間 限　　度　　額

250,000千円

　令和６年度に清水斎場北東法面崩落対策工事請負契
約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

51,900千円

自 令和７年度

256,200千円

至 令和９年度

清 水 斎 場
北東法面崩落対策事業費

　令和６年度にオクシズ放課後児童対策業務委託契約
を締結し、その金額を令和７年度以降３年間で支払
う。

オ ク シ ズ 放 課 後 児 童
対 策 業 務 経 費

令 和 ７ 年 度

清 水 貝 島 最 終 処 分 場
保 有 水 集 排 水 設 備
整 備 事 業 費

24,970千円

　令和６年度に清水貝島最終処分場保有水集排水設備
修繕契約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

　令和６年度に静岡斎場火葬棟空調設備修繕契約を締
結し、その金額を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

静 岡 斎 場
火葬棟空調設備更新事業費

85,000千円

丸 子 学 校 給 食 セ ン タ ー
学校給食調理等業務経費

906,600千円

　令和６年度に丸子学校給食センター学校給食調理等
業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度以降３
年間で支払う。

自 令和７年度

至 令和９年度

至 令和９年度
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西 島 学 校 給 食 セ ン タ ー
学校給食調理等業務経費

863,100千円

自 令和７年度 　令和６年度に西島学校給食センター学校給食調理等
業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度以降３
年間で支払う。

至 令和９年度

　令和６年度に藁科学校給食センター学校給食調理等
業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度以降３
年間で支払う。

藁 科 学 校 給 食 セ ン タ ー
学校給食調理等業務経費

161,400千円

自 令和７年度

至 令和９年度
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第４表　　市債補正

（追　加）

起　債　の　目　的 利 率 償 還 の 方 法

千円

児 童 館 整 備 事 業 17,900 1 借入先 　７％以内

政府、銀行その他

2 借入方法

普通貸借又は債券
発行

（他の地方公共団
体との共同発行を
含む。）

3 借入時期

令和６年度

限 度 額 起 債 の 方 法

融通条件の定め
のある資金につい
ては、その融通条
件により、その他
の 資 金 に つ い て
は、相手方との協
定によるものとす
る。

ただし、市財政
の都合により、据
置期間及び償還期
間を短縮し、若し
くは繰上償還又は
借換をすることが
できる。

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率とする。）

　ただし、市財政
の都合により、起
債額の全部又は一
部を翌年度に繰り
延べて借り入れる
ことができる。
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（変　更）

千円 千円 千円

障 害 者 福 祉 施 設
整 備 事 業

21,000 7,000 28,000

港 湾 建 設 事 業 472,700 86,400 559,100

臨 時 財 政 対 策 7,400,000 △ 3,572,000 3,828,000

△印は減

起　債　の　目　的
限　　　度　　　額

補正前の額 補　正　額 補正後の額
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議案第１３０号 

 

 令和６年度静岡市電気事業経営記念基金会計補正予算（第１号） 

 

 令和６年度静岡市電気事業経営記念基金会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４５，４１３千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ２７８，０１３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算補正

千円 千円 千円

1 財 産 収 入 232,498 45,413 277,911

1 財 産 運 用 収 入 232,498 45,413 277,911

232,600 45,413 278,013

千円 千円 千円

1 積 立 金 231,708 45,413 277,121

　 　 　

1 積 立 金 231,708 45,413 277,121

232,600 45,413 278,013歳　　出　　合　　計

歳　　入　　合　　計

歳　　　　　　　出

△印は減

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計

歳　　　　　　　入

△印は減

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計
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議案第１３１号 

 

 令和６年度静岡市後期高齢者医療事業会計補正予算（第１号） 

 

令和６年度静岡市後期高齢者医療事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７，２７１千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ１２，５５６，８７１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
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第１表　　歳入歳出予算補正

千円 千円 千円

3 繰 越 金 350,000 10,271 360,271

1 繰 越 金 350,000 10,271 360,271

4 諸 収 入 21,900 7,000 28,900

3 他 団 体 納 入 金 19,300 7,000 26,300

12,539,600 17,271 12,556,871

千円 千円 千円

1 12,519,800 10,271 12,530,071
　 　 　

1 12,519,800 10,271 12,530,071

2 諸 支 出 金 19,800 7,000 26,800
　 　 　

1 19,300 7,000 26,300

12,539,600 17,271 12,556,871歳　　出　　合　　計

後期高齢者医療
広域連合納付金

歳　　入　　合　　計

歳　　　　　　　出

△印は減

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額

償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

計

歳　　　　　　　入

△印は減

款 項 補 正 前 の 額 補　正　額 計

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金
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議案第１３２号 

 

静岡市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定

について 

 

 静岡市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

静岡市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第65条第１項の規定に基づき、女性

自立支援施設（困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第52号）第12

条第１項に規定する女性自立支援施設をいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準を定

めるものとする。 

（基本方針） 

第２条 女性自立支援施設は、入所者に対し、健全な環境のもとで、女性の人権に関する高い

識見と専門性を有する職員により、社会において入所者の置かれた状況に応じた自立した生

活を送るための支援を含め、適切な支援を行うよう努めなければならない。 

（基準と女性自立支援施設） 

第３条 女性自立支援施設は、この条例に定める基準を超えて、常に、その設備及び運営を向

上させるよう努めなければならない。 

（構造設備の一般原則） 

第４条 女性自立支援施設の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等入所者の保健衛生に

関する事項、入所者に対する危害の防止及び防災について十分考慮されたものでなければな

らない。 

（非常災害対策） 

第５条 女性自立支援施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるととも

に、非常災害に関する具体的計画（第16条第４項において「非常災害計画」という。）を策定

しなければならない。 
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２ 女性自立支援施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行

わなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第６条 女性自立支援施設は、入所者の安全の確保を図るため、当該女性自立支援施設の設備

の安全点検、職員等に対する施設外での活動、取組等を含めた女性自立支援施設での生活そ

の他の日常生活における安全に関する指導、職員等の研修及び訓練その他女性自立支援施設

における安全に関する事項についての計画（以下この条及び第16条第４項において「安全計

画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を

行うものとする。 

（苦情への対応） 

第７条 女性自立支援施設は、その行った支援に関する入所者からの苦情に迅速かつ適切に対

応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 女性自立支援施設は、その行った支援に関し、市長から指導又は助言を受けた場合には、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が行う同法第85条第

１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。 

（帳簿の整備） 

第８条 女性自立支援施設は、設備、職員、会計及び入所者の支援の状況に関する帳簿を整備

しなければならない。 

（職員配置の基準） 

第９条 女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとする。ただし、調理

業務の全部を委託する施設にあっては、第３号の職員を置かないことができる。 

（１）施設長 １ 

（２）入所者の自立支援（困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第12条第１項に規定 

する自立支援をいう。以下同じ。）を行う職員 ２以上 

（３）栄養士又は調理員 １以上 

（４）看護師又は心理療法担当職員 １以上 
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（５）事務員 １以上 

（６）施設のその他の業務を行うために必要な職員 当該女性自立支援施設の実情に応じた適

当数 

２ 女性自立支援施設の職員は、専ら当該女性自立支援施設の職務に従事する者でなければな

らない。ただし、入所者の支援に支障がない場合には、この限りでない。 

（施設長の資格要件） 

第10条 施設長は、施設を運営するに当たって女性の人権に関する高い識見と専門性を有する

者であって、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。 

（１）社会福祉主事の資格を有する者又は社会福祉事業若しくは困難な問題を抱える女性への

支援に関する活動に３年以上従事した者であること。 

（２）罰金以上の刑に処せられたことのない者であること。 

（３）心身ともに健全な者であること。 

（設備の基準） 

第11条 女性自立支援施設の建物（入所者の日常生活のために使用しない附属の建物を除く。）

は、耐火建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第９号の２に規定する耐火建築

物をいう。次項において同じ。）又は準耐火建築物（同条第９号の３に規定する準耐火建築物

をいう。次項において同じ。）としなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の

意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての女性自立支援施設の

建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又

は準耐火建築物とすることを要しない。 

（１）スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災

が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制

に配慮した構造であること。 

（２）非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な

消火活動が可能なものであること。 

（３）避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円

滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員す

ること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 

３ 女性自立支援施設には、次の各号に掲げる設備を設けなければならない。 

（１）事務室 
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（２）相談室 

（３）宿直室 

（４）居室 

（５）集会室兼談話室 

（６）静養室 

（７）医務室 

（８）作業室 

（９）食堂 

（10）調理室 

（11）洗面所 

（12）浴室 

（13）便所 

（14）洗濯室 

（15）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

４ 前項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

（１）居室 

ア 入所者１人当たりの床面積は、収納設備等を除き、おおむね9.9平方メートル以上とす

ること。 

イ 主要な出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。 

ウ 寝具を収納するための押入れその他の設備のほか、入所者ごとに身の回り品を収納す

ることができる収納設備を設けること。ただし、寝台を設けてある場合においては、寝

具を収納するための設備は、設けることを要しないこと。 

（２）相談室 

室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けること。 

（３）医務室 

入所者を診療するために必要な医薬品、衛生材料及び医療機械器具を備えること。 

（４）食堂及び調理室 

食器、調理器具等の消毒その他食堂及び調理室を常に清潔を保持するために必要な措置

を講じること。 

（５）その他の設備 

ア 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 
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イ 火気を使用する部分は、不燃材料を用いること。 

（秘密保持等） 

第12条 女性自立支援施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者又はその

家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者

又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（居室の入所定員） 

第13条 一の居室の定員は、原則として１人とする。 

２ 女性自立支援施設の入所の対象となる者が監護すべき児童を同伴する場合等、入所者の自

立支援を行うために必要と認められる場合は、前項の規定にかかわらず、一の居室の定員を

２人以上とすることができる。 

（自立支援等） 

第14条 女性自立支援施設は、入所者の意向及び私生活を十分に尊重して、入所者の心身の健

康回復及び生活（就労及び就学を含む。）に関する支援等を行わなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、入所者の個の尊厳を保ち、心身の状況、本人の意思、希望及び自立

に向けた意向を十分に踏まえた上で、施設における基本的な共同生活の考え方を示さなけれ

ばならない。 

３ 女性自立支援施設は、入所者の自立支援を行うため、入所者の意向を踏まえ、入所者ごと

に個別支援計画を作成しなければならない。 

（食事の提供） 

第15条 食事は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所者の身体的状況及び嗜好を

考慮したものでなければならない。 

２ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第16条 女性自立支援施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する支援の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下

この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

２ 女性自立支援施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 女性自立支援施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画
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の変更を行うものとする。 

４ 業務継続計画は、非常災害計画及び安全計画と一体のものとして策定することができる。 

（保健衛生） 

第17条 女性自立支援施設は、入所者については、毎年２回以上定期に健康診断を行わなけれ

ばならない。 

２ 女性自立支援施設は、居室その他入所者が常時使用する設備について、常に清潔にしなけ

ればならない。 

３ 女性自立支援施設は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水について、

衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品、衛生材料及び医療

機械器具の管理を適正に行わなければならない。 

４ 女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設において感染症又は食中毒が発生し、又はま

ん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施しなければならない。 

（給付金として支払を受けた金銭の管理） 

第18条 女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設の設置者が入所者に係る厚生労働大臣が

定める給付金（以下この条において「給付金」という。）の支給を受けたときは、給付金とし

て支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなければならない。 

（１）当該入所者に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた収益を含

む。以下この条において「入所者に係る金銭」という。）をその他の財産と区分すること。 

（２）入所者に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。 

（３）入所者に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

（４）当該入所者が退所した場合には、速やかに、入所者に係る金銭を当該入所者に取得させ

ること。 

（関係機関との連携） 

第19条 女性自立支援施設は、女性相談支援センター、女性相談支援員、困難な問題を抱える

女性への支援に関する活動を行う民間の団体のほか、福祉事務所（社会福祉法に規定する福

祉に関する事務所をいう。）、児童相談所、児童福祉施設（児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第７条第１項に規定する児童福祉施設をいう。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働施

策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41年

法律第132号）第２条に規定する職業紹介機関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、都道府県

警察、日本司法支援センター（総合法律支援法（平成16年法律第74号）第13条に規定する日
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本司法支援センターをいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31号）第３条第１項に規定する配偶者暴力相

談支援センターをいう。）、母子・父子福祉団体その他の関係機関及び母子・父子自立支援員、

民生委員、児童委員、保護司その他の関係者と密接に連携しなければならない。 

（電磁的記録） 

第20条 女性自立支援施設は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定

において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。）により行うことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（静岡市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の廃止） 

２ 静岡市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年静岡市条例第80

号）は、廃止する。 
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議案第１３３号 

 

   静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定につ

いて 

 

 静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第12条の４第

２項の規定により条例で定める一時保護施設の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」

という。）を定めるものとする。 

（最低基準の目的等） 

第２条 最低基準は、一時保護施設に入所している児童が、明るくて、衛生的な環境において、

素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかにして、安全

な生活を送ることを保障するものとする。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

（最低基準と一時保護施設） 

第３条 一時保護施設は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させなければな

らない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている一時保護施設においては、最低基準

を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。 

（一時保護施設の一般原則） 

第４条 一時保護施設は、入所している児童の権利に十分配慮するとともに、一人一人の人格

を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 一時保護施設は、児童の保護者及び地域社会に対し、当該一時保護施設の運営の内容を適

切に説明するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設は、自らその行う業務の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による
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評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

４ 一時保護施設には、法第33条第１項又は第２項に規定する一時保護の目的を達成するため

に必要な設備を設けなければならない。 

５ 一時保護施設の構造設備は、採光、換気等入所している児童の保健衛生及びこれらの児童

に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

（非常災害対策） 

第５条 一時保護施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な

設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注意と訓

練をするように努めなければならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月１回は、これを行わな

ければならない。 

（安全計画の策定等） 

第６条 一時保護施設は、児童の安全の確保を図るため、当該一時保護施設の設備の安全点検、

職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含めた一時保護施設での生活その他の日常

生活における安全に関する教育、職員の研修及び訓練その他一時保護施設における安全に関

する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計

画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 一時保護施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び訓練

を定期的に実施しなければならない。 

３ 一時保護施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を行う

ものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条 一時保護施設は、児童の施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移動の

ために自動車を運行するときは、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在を確

実に把握することができる方法により、児童の所在を確認しなければならない。 

（入所した児童を平等に取り扱う原則） 

第８条 一時保護施設においては、入所している児童の国籍、信条、社会的身分等によって、

差別的取扱いをしてはならない。 

（児童の権利擁護） 

第９条 市長又は児童相談所長は、一時保護施設において一時保護を行うに当たっては、児童

に対し、児童の権利、児童の権利を擁護する仕組み、一時保護を行う理由その他必要な事項
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について、年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に応じた説明を行わなければならない。 

２ 一時保護施設においては、入所した児童に対し、その意見又は意向（法第33条の３の３に

規定する意見聴取等措置において表明された意見又は意向を含む。）を尊重した支援を行わ

なければならない。 

（児童の権利の制限） 

第10条 一時保護施設においては、正当な理由なく、児童の権利を制限してはならない。 

２ 一時保護施設において、前項に規定する正当な理由がある場合に、やむを得ず児童の権利

を制限するに当たっては、その理由について十分な説明を行い、児童の理解を得るよう努め

なければならない。 

（児童の行動の制限） 

第11条 一時保護施設においては、施錠等により児童の行動を制限してはならない。 

（児童の所持品等） 

第12条 一時保護施設においては、合理的な理由なく、児童の所持する物の持込みを禁止して

はならない。 

２ 一時保護施設において、前項に規定する合理的な理由がある場合に、やむを得ず児童の所

持する物の持込みを禁止するに当たっては、その理由について十分な説明を行い、児童の理

解を得た上でこれを行うよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設において、児童の所持する物を保管する場合は、紛失、盗難、き損等が生じ

ないような設備に保管しなければならない。 

（虐待等の禁止） 

第13条 一時保護施設の職員は、入所中の児童に対し、法第33条の10各号に掲げる行為その他

当該児童の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第14条 一時保護施設は、感染症及び非常災害の発生時において、入所している児童に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 一時保護施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うよう努めるものとする。 
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（設備の基準） 

第15条 一時保護施設の設備の基準は、次のとおりとする。 

（１）児童の居室、学習等を行う室、屋内運動場（一時保護施設の付近にある屋内運動場に代

わるべき場所を含む。第８号及び第28条第２項において同じ。）又は屋外運動場（一時保護

施設の付近にある屋外運動場に代わるべき場所を含む。第８号及び第28条第２項において

同じ。）、相談室、食堂（ユニット（居室、居室に近接して設けられる相互に交流を図るこ

とができる設備、浴室及び便所により一体的に構成される場所であって、その利用定員が

おおむね６人以下であるものをいう。以下この条並びに第19条第１項及び第２項において

同じ。）を整備し、各ユニットにおいて食事を提供する場合を除く。）、調理室、浴室及び便

所を設けること。 

（２）児童ができる限り良好な家庭的環境において安全にかつ安心して暮らすことができるよ

う、ユニットを整備するよう努めること。 

（３）児童の居室は、児童が穏やかに過ごすことができ、安心して暮らすことができる環境を

整えること。 

（４）児童の居室の１室の定員は、これを４人以下とし、その面積は、１人につき4.95平方メ

ートル以上とすること。ただし、乳児又は幼児のみの居室の１室の定員は、これを６人以

下とし、その面積は、１人につき3.3平方メートル以上とすること。 

（５）少年（法第４条第１項第３号に規定する少年をいう。次号において同じ。）の居室の１室

の定員は、１人とするよう努めるとともに、その面積は、８平方メートル以上とするよう

努めること。 

（６）少年であっても、その福祉のために必要があるときは、複数の児童（少年を含む。以下

この号において同じ。）で同一の居室を利用できるよう、複数の児童での利用が可能な居室

を設けること。 

（７）入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。 

（８）学習等を行う室及び屋内運動場又は屋外運動場は、児童の人数に応じた必要な面積を有

すること。 

（９）浴室及び便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童を対象として

設けるときは、この限りでない。 

（10）居室、浴室及び便所を設けるに当たっては、入所する児童の年齢、性別、性的指向及び

ジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（令和５年

法律第68号）第２条第１項に規定する性的指向及び同条第２項に規定するジェンダーアイ
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デンティティ等に配慮すること。 

（11）児童30人以上を入所させる一時保護施設には、医務室及び静養室を設けること。 

（12）児童の生活の場は、児童のプライバシーの保護に十分に配慮した環境を整えること。 

（一時保護施設における職員の一般的要件） 

第16条 一時保護施設に入所している児童の保護に従事する職員は、健全な心身を有し、豊か

な人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業

の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

（一時保護施設の職員の知識及び技能の向上等） 

第17条 一時保護施設の職員は、常に自己研さんに励み、法第33条第１項又は第２項に規定す

る一時保護の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなけれ

ばならない。 

２ 市長は、一時保護施設の職員に対し、その資質の向上のために、一時保護施設に入所して

いる児童の権利の擁護、児童の意見又は意向を尊重した支援の実施その他必要な事項に関す

る研修の機会を確保しなければならない。 

（職員） 

第18条 一時保護施設には、児童指導員（児童の生活指導を行う者をいう。次項及び第21条に

おいて同じ。）、嘱託医、看護師、保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12

条の５第５項に規定する事業実施区域内にある一時保護施設にあっては、保育士又は当該事

業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士。次項において同じ。）、心理療法担当職員、

個別対応職員、学習指導員、栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童10人

以下を入所させる一時保護施設にあっては個別対応職員を、学習指導を委託する一時保護施

設にあっては学習指導員を、児童40人以下を入所させる一時保護施設にあっては栄養士を、

調理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置かないことができる。 

２ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、満２歳に満たない幼児おおむね1.6人につき１人

以上、満２歳以上満３歳に満たない幼児おおむね２人につき１人以上、満３歳以上の児童お

おむね３人につき１人以上とする。 

３ 心理療法担当職員の数は、児童おおむね10人につき１人以上とする。 

４ 学習指導員の数は、児童の人数に応じた適切な数を置くよう努めなければならない。 

（夜間の職員配置） 

第19条 一時保護施設（ユニットを整備していないものに限る。）には、夜間、職員２人以上を

置かなければならない。 
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２ 一時保護施設（前項に規定するものを除く。）には、夜間、１のユニットごとに職員１人以

上を置かなければならない。ただし、夜間に置かれる職員全体の数は、２人を下ることはで

きない。 

３ 一時保護施設において児童相談所の開庁時間以外の時間における法第25条第１項の規定に

よる通告に係る対応を行う場合には、一時保護施設には、夜間、前２項に規定する職員とは

別に、当該対応のために必要な職員を置くよう努めなければならない。 

（一時保護施設の管理者等） 

第20条 一時保護施設には、人格が高潔で識見が高く、一時保護施設を適切に運営する能力を

有する者を管理者として置かなければならない。 

２ 一時保護施設には、職員の指導及び教育を行う指導教育担当職員を置かなければならない。 

３ 指導教育担当職員は、一時保護施設における業務又は児童相談所における児童の福祉に係

る相談援助業務（法第13条第３項第３号に規定する相談援助業務をいう。）に通算しておおむ

ね５年以上従事した経験を有する者でなければならない。 

４ 一時保護施設の管理者及び指導教育担当職員は、２年に１回以上、一時保護施設の運営に

関する必要な知識の習得及びその資質の向上のためのこども家庭庁長官が指定する者が行

う研修又はこれに準ずる研修を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由があると

きは、この限りでない。 

（児童指導員の資格） 

第21条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

（１）市長の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者（学

校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。） 

（２）社会福祉士の資格を有する者 

（３）精神保健福祉士の資格を有する者 

（４）学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。次号において同じ。）において、社会福

祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した者 

（５）学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学又は社会学に関す

る科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第102条第２項の規定により大学

院への入学を認められた者 

（６）学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学

を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 
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（７）外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した者 

（８）学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第２

項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を

修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）

又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上児童

福祉事業に従事したもの 

（９）教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に規定する幼稚園、小学校、中学校又は高等学

校の教諭の免許状を有する者であって、市長が適当と認めたもの 

（10）３年以上児童福祉事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

２ 前項第１号の指定は、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）別表に定める教育

内容に適合する学校又は施設について行うものとする。 

（心理療法担当職員の資格） 

第22条 心理療法担当職員は、学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学

院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した

者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有する

と認められる者でなければならない。 

（学習指導員の資格） 

第23条 学習指導員は、教育職員免許法に規定する小学校、中学校又は高等学校の教諭の免許

状を有する者でなければならない。 

２ 学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第18条に規定する学齢児童及び学齢生徒をい

う。）を入所させる一時保護施設であって学習指導員を２人以上置くものにあっては、教育職

員免許法に規定する小学校の教諭の免許状を有する学習指導員及び教育職員免許法に規定

する中学校の教諭の免許状を有する学習指導員をそれぞれ１人以上置くよう努めなければ

ならない。 

（他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第24条 一時保護施設は、他の社会福祉施設を併せて設置するときは、必要に応じ当該一時保

護施設の設備及び職員の一部を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねること

ができる。 

２ 前項の規定は、入所している児童の居室及び一時保護施設に特有の設備並びに入所してい

る児童の保護に直接従事する職員については、適用しない。 
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（衛生管理等） 

第25条 一時保護施設に入所している児童の使用する設備、食器等又は飲用に供する水につい

ては、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 一時保護施設は、当該一時保護施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しな

いように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染

症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設においては、入所している児童の希望等を勘案し、清潔を維持することがで

きるよう適切に、入所している児童を入浴させ、又は清拭しなければならない。 

４ 一時保護施設は、入所している児童に対し清潔な衣服を提供しなければならない。また、

下着は児童の所持する物を使用させ、又は未使用のものを提供しなければならない。 

５ 一時保護施設には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正

に行わなければならない。 

（食事） 

第26条 一時保護施設において、入所している児童に食事を提供するときは、当該一時保護施

設内で調理する方法（第24条の規定により、当該一時保護施設の調理室を兼ねている他の社

会福祉施設の調理室において調理する方法を含む。）により行わなければならない。 

２ 一時保護施設において、入所している児童に食事を提供するときは、その献立は、できる

限り、変化に富み、入所している児童の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなけれ

ばならない。 

３ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所してい

る児童の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。 

４ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。ただし、少数の児童

を対象として家庭的な環境の下で調理するときは、この限りでない。 

５ 一時保護施設は、児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければなら

ない。 

（入所した児童及び職員の健康状態の把握等） 

第27条 児童相談所長は、入所した児童の健康状態を把握するために、当該児童の状況等に応

じ、医師又は歯科医師による診察その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の措置の実施により児童の健康状態を把握した医師又は歯科医師は、その結果必要な

事項を入所した児童の健康を記録する表に記入するとともに、必要に応じ一時保護の解除及

び医療上の措置等必要な手続をとることを、児童相談所長又は市長に勧告しなければならな
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い。 

３ 一時保護施設の職員の健康状態の把握に当たっては、特に入所している児童の食事を調理

する者につき、綿密な注意を払わなければならない。 

（養護） 

第28条 一時保護施設における養護は、児童に対して安定した生活環境を整えるとともに、生

活支援及び教育を行いつつ児童を養育することにより、児童の心身の健やかな成長を支援す

ることを目的として行わなければならない。 

２ 学習等を行う室、屋内運動場、屋外運動場等における活動は、それらの面積及び利用する

児童数を勘案して、児童の安全が確保されたものでなければならない。 

（生活支援、教育及び親子関係再構築支援等） 

第29条 一時保護施設における生活支援は、児童の自主性を尊重しつつ、基本的生活習慣を確

立するとともに豊かな人間性及び社会性を養うことができるように行わなければならない。 

２ 一時保護施設における教育は、児童がその適性、能力等に応じた学習を行うことができる

よう、適切な相談、助言、情報の提供等の支援により行わなければならない。 

３ 一時保護施設は、学校教育法第１条に規定する学校（幼稚園を除く。）に在籍している児童

が適切な教育を受けられるよう、当該児童の希望を尊重しつつ、その置かれている環境その

他の事情を勘案し、通学の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 一時保護施設は、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の再構築等が図られるよう、必要な

支援等を行わなければならない。 

５ 一時保護施設は、児童が適切な支援を受けられるよう、一時保護の解除後も当該解除を行

った児童相談所に必要な協力をするよう努めなければならない。 

（関係機関との連携） 

第30条 児童相談所長は、児童の通学する学校及び必要に応じ警察、医療機関等関係機関と密

接に連携して児童の支援に当たらなければならない。 

（一時保護施設内部の規程） 

第31条 一時保護施設においては、次に掲げる事項のうち必要な事項につき規程を設けなけれ

ばならない。 

（１）入所する児童の支援に関する事項 

（２）その他施設の管理についての重要事項 

（一時保護施設に備える帳簿） 

第32条 一時保護施設には、入所している児童の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備してお
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かなければならない。 

（秘密保持等） 

第33条 一時保護施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はその家族の

秘密を漏らしてはならない。 

２ 市長は、一時保護施設の職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た児童又

はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（苦情への対応） 

第34条 市長は、一時保護施設に入所している児童又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適

切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の必要な措置として、苦情の公正な解決を図るために、苦情の解決に当たっ

て当該一時保護施設の職員以外の者を関与させなければならない。 

（電磁的記録） 

第35条 一時保護施設及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面

に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（設備に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する一時保護施設に係る設備については、第15条の規定は適用

せず、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号。次項において

「児童福祉施設設備運営基準」という。）第41条の規定を準用する。 

（職員及び夜間の職員配置に関する経過措置） 

３ 一時保護施設の職員の確保の状況その他特別の事由により、一時保護施設の職員の数及び

夜間の職員体制につき、この条例で定める規定により難いときは、当該一時保護施設は、令

和８年３月31日まで、これによらないことができる。この場合においては、児童福祉施設設
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備運営基準第42条及び第46条の規定を準用する。 

（指導教育担当職員に関する経過措置） 

４ 令和８年３月31日までの間は、第20条第３項の規定にかかわらず、一時保護施設には、法

第12条の３第２項第６号に規定する児童福祉司であって、一時保護施設の職員の指導及び教

育を行うために必要な知識及び経験を有する者として児童相談所長が適当と認めた者を指

導教育担当職員として置くことができる。 
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議案第１３４号 

 

静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用等に関する条例の一部改正について 

 

 静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司 

 

静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ 

く個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例 

 静岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用等に関する条例（平成27年静岡市条例第111号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第４号中「母子家庭等」を「ひとり親家庭等」に改める。 

 別表中 

「 

 児童手当法（昭和46年法律第73号）による児童手

当又は特例給付（同法附則第２条第１項に規定す

る給付をいう。以下同じ。）の支給に関する情報で

あって規則で定めるもの 

 を 

」 

「 

 児童手当法（昭和46年法律第73号）による児童手

当の支給に関する情報であって規則で定めるもの 
 に、 

」 

「 

 母子家庭等に係る医療費の助成に関する情報（以

下「母子家庭等医療費助成関係情報」という。）で 

 

 を 
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 あって規則で定めるもの  

」 

「 

 ひとり親家庭等に係る医療費の助成に関する情報

（以下「ひとり親家庭等医療費助成関係情報」と

いう。）であって規則で定めるもの 

 に、 

」 

「 

 母子家庭等医療費助成関係情報であって規則で定

めるもの 
 を 

」 

「 

 ひとり親家庭等医療費助成関係情報であって規則

で定めるもの 
 に、 

」 

「 

26 児童手当法による児童手

当又は特例給付の支給に関

する事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報であって規則で定めるもの 

 を 

」 

「 

26 児童手当法による児童手

当の支給に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定めるもの 

 に、 

」 
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「 

29 母子家庭等に係る医療費

の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定めるもの 

 を 

」 

「 

29 ひとり親家庭等に係る医

療費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定めるもの 

 に 

」 

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定にかかわらず、子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和

６年法律第47号）附則第13条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる同法第12

条の規定による改正前の児童手当法（昭和46年法律第73号）附則第２条第１項の給付の支給

に関する事務を処理するための特定個人情報の利用については、なお従前の例による。 
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議案第１３５号 

 

   静岡市税条例の一部改正について 

 

 静岡市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市税条例の一部を改正する条例 

静岡市税条例（平成15年静岡市条例第102号）の一部を次のように改正する。 

第23条第１項中「又は金銭」を削り、同項中第11号を第12号とし、第10号の次に次の１号を

加える。 

（11）所得税法第78条第２項第４号に規定する公益信託の信託財産とするために支出した当該

公益信託に係る信託事務に関連する寄附金 

 第41条第12項中「（同法第81条の24の３第２項において準用する場合を含む。）」を削り、同条

第13項中「法第321条の８第４項、第19項若しくは第23項」を「法第321条の８第31項若しくは

第35項」に改める。 

 第43条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、市

民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

 第43条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。 

第60条中「第64条第４項」を「第152条第５項」に改める。 

第77条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

第77条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。 

第124条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当するこ

とが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限り

でない。 
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第124条第３項中「によって」を「により」に改める。 

第151条第２項第13号中「第９条第１項」を「第９条の２第１項」に、「一般旅客自動車運送

事業者」を「一般貸切旅客自動車運送事業者」に改める。 

附則第12条の２を削る。 

附則第16条の７の次に次の１条を加える。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第16条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の12第３項及び第４項に規定

するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条第３項に規

定する特別税額控除対象納税義務者の第20条、第22条から第23条の３まで、附則第13条第２

項、附則第16条第１項、附則第16条の３の２第１項、附則第16条の４及び附則第18条の規定

を適用した場合の所得割の額から控除する。 

附則第19条の２中第20項を第27項とし、第19項を第26項とし、第18項を第25項とし、同項の

前に次の１項を加える。 

24 法附則第15条第38項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第19条の２中第17項を第23項とし、第９項から第16項までを６項ずつ繰り下げ、第８項

を第13項とし、同項の次に次の１項を加える。 

14 法附則第15条第25項第２号に規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合

は、７分の６とする。 

附則第19条の２中第７項を第12項とし、第６項を第11項とし、第５項を第10項とし、第４項

の次に次の５項を加える。 

５ 法附則第15条第22項第１号に規定する市の条例で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第15条第22項第２号に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第15条第22項第３号に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

８ 法附則第15条第23項第１号に規定する市の条例で定める割合は、３分の２とする。 

９ 法附則第15条第23項第２号に規定する市の条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第20条中第14項を第15項とし、第３項から第13項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次

に次の１項を加える。 

３ 市長は、法附則第15条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る住

宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の普及の促進

に関する法律（平成20年法律第87号）第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第15条

の７第３項に規定する期間内に府令附則第７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、
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当該区分所有に係る住宅が法附則第15条の７第１項又は第２項に規定する要件に該当すると

認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項の規定を適用すること

ができる。 

 附則第35条の２に次の１項を加える。 

４ 法附則第15条第38項に規定する都市計画税の課税標準となるべき価格に乗ずる市の条例で

定める割合は、２分の１とする。 

 附則第35条の３中「附則第20条第12項」を「附則第20条第15項」に改める。 

附則第40条の３第３項第５号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及

び附則第16条の８」を加える。 

 附則第41条第３項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及び

附則第16条の８」を加える。 

 附則第42条第３項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及び

附則第16条の８」を加える。 

 附則第45条第５項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及び

附則第16条の８」を加える。 

 附則第46条第２項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及び

附則第16条の８」を加える。 

 附則第52条第２項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及び

附則第16条の８」を加える。 

 附則第52条の２第２項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及

び附則第16条の８」を加え、同条第５項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第

１項」の次に「及び附則第16条の８」を加える。 

 附則第53条第２項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１項」の次に「及び

附則第16条の８」を加え、同条第５項第６号中「附則第16条の５」及び「附則第16条の５第１

項」の次に「及び附則第16条の８」を加える。 

附則第55条第３項第２号中「附則第15条の８第３項又は第５項」を「附則第15条の８第１項

又は第３項」に改め、同項第３号中「第15条の８第３項から第５項」を「第15条の８第１項か

ら第３項」に改め、同条第７項第２号中「附則第15条の８第３項又は第５項」を「附則第15条

の８第１項又は第３項」に改め、同項第３号中「第15条の８第３項から第５項」を「第15条の

８第１項から第３項」に改める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

（１）第60条の改正規定 令和７年４月１日 

（２）第23条の改正規定、附則第12条の２を削る改正規定及び次項の規定 公益信託に関する

法律（令和６年法律第30号）の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

（個人の市民税に関する経過措置） 

２ 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適用

がある場合における前項第２号に掲げる規定による改正後の静岡市税条例（以下「新条例」

という。）第23条第１項（同項第11号に係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第

11号中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第

８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定

による改正前の所得税法第78条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」

とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

３ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

４ 令和２年４月１日から令和６年３月31日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和25年法律

第226号。以下「旧法」という。）附則第15条第25項に規定する特定再生可能エネルギー発電

設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

５ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第43号）の施行の日から令和

６年３月31日までの間に整備された旧法附則第15条第39項に規定する滞在快適性等向上施設

等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

６ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６年度以

後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税については、なお

従前の例による。 

７ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日から令和６年３月31日までの間に

整備された旧法附則第15条第39項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産
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に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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議案第１３６号 

 

   静岡市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 静岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

静岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

静岡市国民健康保険条例（平成16年静岡市条例第19号）の一部を次のように改正する。 

 第38条中「第９項」を「第５項」に、「若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若し

くは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに応じない」を「又は虚偽の届出

をした」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年12月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経

過措置に関する政令（令和６年政令第260号）第９条の規定によりなお従前の例によることと

される場合におけるこの条例の施行の日以後にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 
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議案第１３７号 

 

静岡市市民文化会館条例の一部改正について 

 

 静岡市市民文化会館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡市市民文化会館条例の一部を改正する条例 

 静岡市市民文化会館条例（平成15年静岡市条例第114号）の一部を次のように改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

（大規模改修後の静岡市民文化会館の管理に関する規定の整備） 

３ 令和７年度以後に実施する大規模な改修後の静岡市民文化会館（以下「改修後の会館」と

いう。）の管理に関し変更が生じる事項は、改修後の会館の供用開始の日の前日までにこの条

例を改正して定めるものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１３８号 

 

静岡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正に

ついて 

 

 静岡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

静岡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

 静岡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成20年静岡市条例第71号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 

「 

21 御幸町９－10番・

伝馬町４番地区

整備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された御幸町９

－10番・伝馬町４番地区計画の区域のうち、地区整備計画が

定められた区域 

 を 

                                        」 

「 

21 御幸町９－10番・

伝馬町４番地区

整備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された御幸町９

－10番・伝馬町４番地区計画の区域のうち、地区整備計画が

定められた区域 

 に 

22 丸子赤目ヶ谷地

区整備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された丸子赤目

ヶ谷地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域 

23 紺屋町・御幸町地

区整備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された紺屋町・御

幸町地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域 

24 宮川・水上地区整

備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された宮川・水上

地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域 

                                        」 
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改める。 

別表第２の19恩田原・片山地区整備計画区域の表Ａ地区の項中「又は隣地境界線」を「及び

隣地境界線」に改め、同表Ｂ地区の項中「又は歩行者専用道との境界線若しくは」を「、歩行

者専用道との境界線から0.5メートル以上並びに」に改め、同表Ｃ地区の項中「又は幅員が８メ

ートル以上の道路との境界線若しくは」を「、幅員が８メートル以上の道路との境界線から0.5

メートル以上及び」に改める。 

 別表第２に次のように加える。 

22 丸子赤目ヶ谷地区整備計画区域 

Ａ

地

区 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

（１）工場 

（２）倉庫 

（３）事務所 

（４）自動車車庫 

（５）店舗又は飲食店 

（６）危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

（７）（１）から（６）までに掲げる建築物に附属するもの 

建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積は、3,000平方メートル以上としなければ

ならない。 

建築物の壁面等

の位置の制限 

 建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道路

との境界線から２メートル以上及び隣地境界線から１メート

ル以上離さなければならない。 

建築物の高さの

最高限度 

 建築物の高さは、19メートル以下としなければならない。 

Ｂ 

地 

区 

建築物の用途の

制限 

 次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

（１）工場 

（２）倉庫 

（３）事務所 

（４）自動車車庫 

（５）危険物の貯蔵又は処理に供するもの 
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  （６）（１）から（５）までに掲げる建築物に附属するもの 

建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積は、3,000平方メートル以上としなければ

ならない。 

建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道路

との境界線から２メートル以上及び隣地境界線から５メート

ル以上離さなければならない。 

建築物の高さの

最高限度 

建築物の高さは、31メートル以下としなければならない。 

23 紺屋町・御幸町地区整備計画区域 

Ａ 

地 

区 

建築物の容積率

の最高限度 

 建築物の容積率は、10分の70（建蔽率が建蔽率の最高限度か

ら10分の２を減じた数値以下である建築物にあっては10分の

５を、広場等の有効な空地が敷地面積の10分の１以上である建

築物にあっては10分の５を、住宅の用途に供する部分の床面積

の合計が延べ面積の４分の１以上である建築物にあっては10

分の10を加えた数値）以下としなければならない。 

 

建築物の容積率

の最低限度 

建築物の容積率は、10分の20以上としなければならない。 

 
建築物の建蔽率

の最高限度 

 建築物の建蔽率は、10分の７（法第53条第３項第２号に該当

する建築物にあっては10分の１を、同項第１号イに該当する建

築物にあっては10分の２を加えた数値）以下としなければなら

ない。 

 

建築物の建築面

積の最低限度 

建築物の建築面積は、200平方メートル以上としなければな

らない。 

 

建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、次に掲げる道路と

の境界線からそれぞれ定める数値以上離さなければならない。 

（１）都市計画道路中央幹線及び都市計画道路呉服町通線 ２

メートル 

（２）都市計画道路静岡駅賤機線 2.5メートル 

（３）市道紺屋町鷹匠一丁目線 ４メートル 
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Ｂ 

地 

区 

建築物の容積率

の最高限度 

建築物の容積率は、10分の60以下としなければならない。 

建築物の容積率

の最低限度 

 建築物の容積率は、10分の20以上としなければならない。 

 

建築物の建蔽率

の最高限度 

 建築物の建蔽率は、10分の８（法第53条第３項第２号に該当

する建築物にあっては10分の１を、同項第１号イに該当する建

築物にあっては10分の２を加えた数値）以下としなければなら

ない。 

 

建築物の建築面

積の最低限度 

建築物の建築面積は、100平方メートル以上としなければな

らない。 

24 宮川・水上地区整備計画区域 

Ａ

地

区 

建築物の用途の

制限 

 次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（１）法別表第２（ほ）項第２号に掲げるもの 

（２）法別表第２（へ）項第５号に掲げるもの 

（３）法別表第２（り）項第２号に掲げるもの 

（４）法別表第２（わ）項第２号及び第３号に掲げるもの 

（５）病院又は診療所（患者を入院させる施設を有するもの

に限る。） 

（６）老人ホーム又は福祉ホーム（居住の用に供する施設を

有するものに限る。） 

（７）畜舎（獣医療法（平成４年法律第46号）第２条第２項

に規定する診療施設、ペット（愛玩することを目的とし

て飼養される動物をいう。以下この表において同じ。）の

販売を主たる目的とする店舗、ペットを対象とする美容

院若しくはホテル又は動物との触れ合いの機会を提供す

る飲食店のうち、飼養の用に供する部分を除く。以下こ

の表において同じ。） 

建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積は、1,000平方メートル以上としなければ

ならない。ただし、次に掲げるものについては、この限りで

ない。 
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 （１）土地区画整理法第103条第１項の規定による換地処分

（以下この表において「換地処分」という。）又は同法第

98条第１項の規定による仮換地指定（以下この表におい

て「仮換地指定」という。）を受けた土地で、所有権その

他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用する

もの 

（２）法第53条の２第１項第２号に掲げるもの 

 

建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道

路（歩行者専用道を除く。）との境界線から２メートル以上、

歩行者専用道との境界線から0.5メートル以上及び隣地境界線

から0.5メートル以上離さなければならない。ただし、次に掲

げる建築物又は建築物の部分については、この限りでない。 

（１）物置その他これに類する建築物で、軒の高さが2.3メー

トル以下かつ床面積の合計が５平方メートル以内である

もの 

（２）壁を有しない自動車車庫その他これに類する建築物 

（３）ポーチその他これに類する建築物の部分で、高さが５

メートル以下であるもの 

（４）出窓の部分 

Ｂ 

地 

区 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（１）法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げるも

の 

（２）法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げるもの 

（３）法別表第２（へ）項第３号及び第５号に掲げるもの 

（４）法別表第２（り）項第２号に掲げるもの 

（５）畜舎 

（６）遊技場 

 

建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積は、135平方メートル以上としなければな

らない。ただし、次に掲げるものについては、この限りでな 
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 い。 

（１）換地処分又は仮換地指定を受けた土地で、所有権その

他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用する

もの 

（２）法第53条の２第１項第２号に掲げるもの 

建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道

路（幅員（前面道路の反対側に公園、広場、水面その他これ

らに類するもの（東名高速道路区域を除く。）がある場合にお

いては、当該公園、広場、水面その他これらに類するものの

反対側の境界線までの水平距離をいう。以下この表において

同じ。）が８メートル以上の道路を除く。）との境界線から１

メートル以上、幅員が８メートル以上の道路との境界線から

0.5メートル以上及び隣地境界線から0.5メートル以上離さな

ければならない。ただし、次に掲げる建築物又は建築物の部

分については、この限りでない。 

（１）物置その他これに類する建築物で、軒の高さが2.3メー

トル以下かつ床面積の合計が５平方メートル以内である

もの 

（２）壁を有しない自動車車庫その他これに類する建築物 

（３）ポーチその他これに類する建築物の部分で、高さが５

メートル以下であるもの 

（４）出窓の部分 

Ｃ 

地 

区 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（１）法別表第２（ほ）項第２号に掲げるもの 

（２）法別表第２（へ）項第５号に掲げるもの 

（３）法別表第２（り）項第２号に掲げるもの 

（４）畜舎 

（５）遊技場 

 

建築物の敷地面 建築物の敷地面積は、135平方メートル以上としなければな 
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積の最低限度 らない。ただし、次に掲げるものについては、この限りでな

い。 

（１）換地処分又は仮換地指定を受けた土地で、所有権その

他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用する

もの 

（２）法第53条の２第１項第２号に掲げるもの 

 

建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道

路（歩行者専用道を除く。）との境界線から２メートル以上、

歩行者専用道との境界線から0.5メートル以上及び隣地境界線

から0.5メートル以上離さなければならない。ただし、次に掲

げる建築物又は建築物の部分については、この限りでない。 

（１）物置その他これに類する建築物で、軒の高さが2.3メー

トル以下かつ床面積の合計が５平方メートル以内である

もの 

（２）壁を有しない自動車車庫その他これに類する建築物 

（３）ポーチその他これに類する建築物の部分で、高さが５

メートル以下であるもの 

（４）出窓の部分 

Ｄ 

地 

区 

建築物の用途の

制限 

法別表第２（ち）項第２号から第６号までに掲げる建築物

以外は、建築してはならない。 

Ｅ 

地 

区 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

（１）法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げるも

の 

（２）法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げるもの 

（３）法別表第２（へ）項第３号及び第５号に掲げるもの 

（４）法別表第２（り）項第２号に掲げるもの 

（５）畜舎 

（６）遊技場 
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建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積は、135平方メートル以上としなければな

らない。ただし、次に掲げるものについては、この限りでな

い。 

（１）換地処分又は仮換地指定を受けた土地で、所有権その

他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用する

もの 

（２）法第53条の２第１項第２号に掲げるもの 

 

建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道

路（幅員が８メートル以上の道路を除く。）との境界線から１

メートル以上、幅員が８メートル以上の道路との境界線から

0.5メートル以上及び隣地境界線から0.5メートル以上離さな

ければならない。ただし、次に掲げる建築物又は建築物の部

分については、この限りでない。 

（１）物置その他これに類する建築物で、軒の高さが2.3メー

トル以下かつ床面積の合計が５平方メートル以内である

もの 

（２）壁を有しない自動車車庫その他これに類する建築物 

（３）ポーチその他これに類する建築物の部分で、高さが５

メートル以下であるもの 

（４）出窓の部分 

Ｆ 

地 

区 

建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積は、135平方メートル以上としなければな

らない。ただし、次に掲げるものについては、この限りでな

い。 

（１）換地処分又は仮換地指定を受けた土地で、所有権その

他の権利に基づいてその全部を一の敷地として使用する

もの 

（２）法第53条の２第１項第２号に掲げるもの 

 建築物の壁面等

の位置の制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面又は建築物に附

属する門若しくは塀で高さが２メートルを超えるものは、道 
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  路（幅員が８メートル以上の道路を除く。）との境界線から１

メートル以上、幅員が８メートル以上の道路との境界線から

0.5メートル以上及び隣地境界線から0.5メートル以上離さな

ければならない。ただし、次に掲げる建築物又は建築物の部

分については、この限りでない。 

（１）物置その他これに類する建築物で、軒の高さが2.3メー

トル以下かつ床面積の合計が５平方メートル以内である

もの 

（２）壁を有しない自動車車庫その他これに類する建築物 

（３）ポーチその他これに類する建築物の部分で、高さが５

メートル以下であるもの 

（４）出窓の部分 

 附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１３９号 

 

静岡市営住宅条例及び静岡市改良住宅管理条例の一部改正について 

 

 静岡市営住宅条例及び静岡市改良住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

                    静岡市長  難 波 喬 司 

 

   静岡市営住宅条例及び静岡市改良住宅管理条例の一部を改正する条例 

 （静岡市営住宅条例の一部を改正する条例） 

第１条 静岡市営住宅条例（平成15年静岡市条例第253号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第２項第８号中「ア又はイ」を「次」に改め、同号ア中「又は配偶者暴力防止等法

第５条（配偶者暴力防止等法第28条の２において準用する場合を含む。）」を「、配偶者暴力

防止等法第５条（配偶者暴力防止等法第28条の２において準用する場合を含む。）の規定によ

る保護又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第23条第１項本文」に改め、同号イ中「第10

条第１項」の次に「又は第10条の２」を加え、同号に次のように加える。 

   ウ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第52号）第９条第１

項若しくは第２項に規定する女性相談支援センター（エにおいて「女性相談支援セン

ター」という。）又は配偶者暴力防止等法第３条第１項若しくは第２項に規定する配偶

者暴力相談支援センター（エにおいて「配偶者暴力相談センター」という。）により暴

力の被害を受けている旨の証明書が発行されている者 

   エ 配偶者暴力防止等法第３条第６項に規定する配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護を図るための活動を行う民間の団体であって、配偶者暴力相談支援センターその

他行政機関（女性相談支援センターを除く。）又は関係機関と連携する者により暴力を

理由として保護したことが確認されている者 

 （静岡市改良住宅管理条例の一部を改正する条例） 

第２条 静岡市改良住宅管理条例（平成15年静岡市条例第254号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第３項第８号中「ア又はイ」を「次」に改め、同号ア中「又は配偶者暴力防止等法

第５条（配偶者暴力防止等法第28条の２において準用する場合を含む。）」を「、配偶者暴力

防止等法第５条（配偶者暴力防止等法第28条の２において準用する場合を含む。）の規定によ
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る保護又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第23条第１項本文」に改め、同号イ中「第10

条第１項」の次に「又は第10条の２」を加え、同号に次のように加える。 

   ウ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第52号）第９条第１

項若しくは第２項に規定する女性相談支援センター（エにおいて「女性相談支援セン

ター」という。）又は配偶者暴力防止等法第３条第１項若しくは第２項に規定する配偶

者暴力相談支援センター（エにおいて「配偶者暴力相談センター」という。）により暴

力の被害を受けている旨の証明書が発行されている者 

   エ 配偶者暴力防止等法第３条第６項に規定する配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護を図るための活動を行う民間の団体であって、配偶者暴力相談支援センターその

他行政機関（女性相談支援センターを除く。）又は関係機関と連携する者により暴力を

理由として保護したことが確認されている者 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１４０号 

 

   静岡市遠距離大学等通学費貸与条例の一部改正について 

 

 静岡市遠距離大学等通学費貸与条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

静岡市遠距離大学等通学費貸与条例の一部を改正する条例 

静岡市遠距離大学等通学費貸与条例（平成28年静岡市条例第23号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第２項中「３分の１」を「２分の１」に、「３万円」を「５万円」に改める。 

第13条を第14条とする。 

第12条中「疾病その他特別の事由のため」を「進学、災害、病気その他やむを得ない理由に

より」に改め、同条を第13条とし、第11条を第12条とし、第10条を第11条とする。 

第９条中「第４条」を「第５条」に改め、同条を第10条とし、第８条を第９条とし、第７条

の次に次の１条を加える。 

（貸与の変更） 

第８条 第５条の規定により貸与の決定を受けた者は、貸与の決定を受けた資金の額その他決

定を受けた事項を変更しようとするときは、市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があったときは、市長は、これを審査し、適当であると認めるとき

は、貸与の変更を決定する。 

附則第２項を削り、附則第１項の見出し及び項番号を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条第２項の規定は、この条例の施行の日以後を始期とする新幹線の定期券の

購入に要した経費を対象として貸与を決定する資金の額について適用し、同日前を始期とす

る新幹線の定期券の購入に要した経費を対象として貸与を決定する資金の額については、な
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お従前の例による。 
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議案第１４１号 

 

   工事請負契約の変更について 

 

 令和４年度葵北県道債第 1 号（主）梅ヶ島温泉昭和線（（仮称）有東木トンネル）道路整備

工事（令和４年１０月１２日議決、第１回変更令和５年６月１３日報告、第２回変更令和５年

１０月１１日報告、第３回変更令和６年３月１９日報告）の請負契約を次のとおり変更する。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 

区分 契約金額（円） 変更概要 

当 初 １，４６３，２２０，０００ 
工期内に資材価格や労務単価が著しく変動し 

たため、静岡市建設工事請負契約約款第26条第

６項の規定により、増額の変更を行う。 

 

（当初決議より１３７，９２１，３００円増額 

（９．４３％増額）） 

第１回変更後 １，４３９，９３７，４００ 

第２回変更後 １，４６６，４１０，０００ 

第３回変更後 １，４８５，８７５，６００ 

第４回変更後 １，６０１，１４１，３００ 
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議案第１４２号 

 

   工事請負契約の変更について 

 

 令和５年度河債第１号刑務所南川改修工事の請負契約を次のとおり変更する。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     
 

１ 工 事 名 
令和５年度河債第１号 
刑務所南川改修工事 

２ 工事の概要 

工事延長 ４１.２ｍ 

カルバート工（Ｂ４５００×Ｈ１６５０） ３５ｍ 

地盤改良工（スラリー撹拌） ６３本 

舗装工 ３０９㎡ 

３ 工 事 場 所 静岡市葵区東千代田三丁目地内 

４ 変更前契約金額 ２９８，６６８，７００円 

５ 変更後契約金額 ３１２，６７０，６００円 

６ 変 更 概 要 

仮設工において鋼矢板の引き抜きにあたり、当初想定より粘着力

の強い土質により、周辺地盤の変状が確認され、鋼矢板の残置が必

要となったため、契約を変更する。 

 

（請負契約の変更により契約金額が３億円以上となるため、議会の

議決に付すべき契約となる） 

７ 契約の相手方 
静岡市葵区慈悲尾６７番地の１ 

 伸栄建設株式会社         

代表取締役 出雲 大俊 
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議案第１４３号 

 

市道路線の変更について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により、次のとおり市道の路線

を変更する。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

路 線 名 
旧新 

別 

起       点 
重要な経過地 

終             点 

長沢川右岸添線 

旧 
静岡市駿河区片山14番６地先 

 ――――― 
静岡市駿河区片山17番３地先 

新 
静岡市駿河区片山14番６地先 

――――― 
静岡市駿河区片山14番２地内 
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議案第１４４号 

 

市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、次のとおり市道の路線を

認定する。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司 

 

整理 

番号 
路 線 名 

起          点 
重要な経過地 

終          点 

１ 丸子赤目ヶ谷14号線 
静岡市駿河区丸子6302番３地先 

――――― 
静岡市駿河区丸子6591番18地先 

２ 曲金七丁目６号線 
静岡市駿河区曲金七丁目443番11地先 

――――― 
静岡市駿河区曲金七丁目443番１地先 

３ 
長沢川右岸添自転車歩

行者専用道線 

静岡市駿河区片山57番２地内 
――――― 

静岡市駿河区片山81番２地内 

４ 
長沢川左岸添自転車歩

行者専用道線 

静岡市駿河区片山79番２地内 
――――― 

静岡市駿河区片山82番２地内 
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議案第１４５号 

 

令和５年度静岡市簡易水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 
令和５年度静岡市簡易水道事業会計未処分利益剰余金１７，４６２，２３４円のうち 

１４，９８８，５０４円を減債積立金に積立て、１２，７１６，０００円を減債積立金から取

崩し、１５，１８９，７３０円を資本金へ組入れるものとする。 

  令和６年９月１７日提出 
 
 

静岡市長  難 波 喬 司       
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議案第１４６号 
 

令和５年度静岡市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

令和５年度静岡市水道事業会計未処分利益剰余金４，２２１，０４８，２１８円のうち   

１，７１７，８５６，００７円を減債積立金に積立て、２，５０３，１９２，２１１円を資

本金へ組入れるものとする。 

令和６年９月１７日提出 

 

 静岡市長  難 波 喬 司     
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議案第１４７号 
 

令和５年度静岡市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

令和５年度静岡市下水道事業会計未処分利益剰余金３，５５１，８５１，０３６円のうち

９７０，９２８，４４１円を減債積立金に積立て、２，５８０，９２２，５９５円を資本金へ

組入れるものとする。 

令和６年９月１７日提出 

 

 静岡市長  難 波 喬 司     
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議案第１４８号 

 

   静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更に係る協議について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、静岡県後期高

齢者医療広域連合規約（平成１９年静岡県後期高齢者医療広域連合告示第１号）の一部を次の

ように変更することについて、関係地方公共団体に協議する。 

  令和６年９月１７日提出 

 

静岡市長  難 波 喬 司     

 

   静岡県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 静岡県後期高齢者医療広域連合規約（平成19年静岡県後期高齢者医療広域連合告示第１号）

の一部を次のように変更する。 

 別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 

   附 則 

 この規約は、令和６年12月２日から施行する。 
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